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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
超音波診断装置本体に接続される超音波プローブにおいて、
　被検体との間で超音波信号の送受信を行う振動子部と、
　この振動子部に接続され電気信号処理を行う回路基板部と、
　この回路基板部の周りに配置され熱伝達率の高い材料で形成した熱伝達部材と、
　この熱伝達部材を含めて前記回路基板部と前記振動子部とを覆う電磁シールド部材と、
　前記回路基板部と前記超音波診断装置本体との間で電気信号を授受するための、信号線
を束ねその周りをシールド材で被覆したケーブルとを具備し、
　前記熱伝達部材を前記ケーブルのシールド用金属部材または前記ケーブル近傍の前記電
磁シールド部材に接続すると共に、
前記回路基板部での発熱を伝達分散するためのヒートスプレッダを前記回路基板部毎に設
け、このヒートスプレッダを前記熱伝達部材に接続したことを特徴とする超音波プローブ
。
【請求項２】
前記熱伝達部材は、前記回路基板部を保持する構造であることを特徴とする請求項１に記
載の超音波プローブ。
【請求項３】
超音波診断装置本体に接続される超音波プローブにおいて、
　被検体との間で超音波信号の送受信を行う振動子部と、
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　この振動子部に接続され電気信号処理を行う回路基板部と、
　この回路基板部と前記振動子部とを電気的に接続する接続部材とを具備し、この接続部
材の前記回路基板部との接続部よりも、前記振動子部との接続部側に、熱抵抗を高くする
手段を設けたことを特徴とする超音波プローブ。
【請求項４】
前記接続部材に設けた熱抵抗を高くする手段は、前記接続部材の信号ラインのプリントさ
れた面の裏面に形成されているアース電極を、回路基板部まで到達しないようにするか、
または、前記アース電極の前記振動子部側と前記回路基板部側との適宜の中間部の接続を
疎にしたものであることを特徴とする請求項３に記載の超音波プローブ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、超音波診断装置に用いられる超音波プローブに関する。
【背景技術】
【０００２】
　被検体内に超音波を送信し、その反射エコーを受けて被検体内の検査を行う超音波診断
装置は医用分野に於いて広く用いられている。超音波の送受信を行う超音波プローブは、
被検体に接して使用されるもので、振動子部（トランスデューサ部とも言う。）と、この
振動子部に接続され電気信号処理を行う回路基板部と、この回路基板部を超音波診断装置
本体に電気的に接続するための信号線を束ねたケーブル等から成り、ケーブルはコネクタ
によって超音波診断装置本体に着脱自在に接続される。
【０００３】
　そして振動子部は、圧電変換素子などの超音波の送受信子、超音波を収束するための音
響レンズ、不要な振動を吸収するためのバッキング材などを含んでおり、使用時には音響
レンズが被検体に直接触れるものである。また、回路基板部は送受信子と超音波診断装置
本体との間に位置し、その機能はシステムの構成によって異なり、一般的には、回路を有
さない場合が多いが、回路基板を有する場合では、初段のアンプやインピーダンス整合を
行う回路、スイッチ回路等が用いられる場合が多い。なお、振動子部および回路基板部は
電磁シールドで覆われ、それらは外ケース（プローブケース）に収納されている。
【０００４】
　超音波診断装置の動作状態では、超音波プローブにも通電され、振動子部により発生し
た超音波が送信される。しかし、超音波の全てが被検体内に送信されるわけではなく、そ
の一部は振動子部内で吸収され熱に変わっている。また、上述した回路基板部でも電力が
消費され発熱源となっている。
【０００５】
　ところで、超音波診断装置の画像のＳ／Ｎを改善する方法の一つとして、放射超音波パ
ワーを増大させる方法が知られている。放射超音波パワーは安全上、上限を規制されてい
るが、安全の範囲内で出来るだけパワーを増大させてよりS／Nの良い画像を得たいとの要
望がある。しかしながら、放射超音波パワーを増大させると超音波プローブ内の発熱も大
きくなり、その表面温度が高くなってしまう。超音波プローブは上述したように、表面温
度が安全規制の範囲を越えないように温度上昇を抑える必要がある。
【０００６】
　そこで超音波プローブの振動子部または回路基板部から発生する熱を、ケーブルに導く
ようにすることにより、被検体に接触する面の温度上昇を抑えて、送信（放射）超音波パ
ワーを増大させようとするものが提案されている（例えば、特許文献１参照。）。
【０００７】
　しかしながら特許文献１に開示されたものは、回路基板部での発熱量が振動子部と同程
度かあるいはそれ以下であることを想定しており、回路基板部の発熱量が振動子部に比べ
て大きな場合には十分な効果をあげることが困難である。例えば、振動子部の発熱が０．
５W程度で回路基板部の発熱が３W程度であると仮定した場合、振動子部と回路基板部との
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間の熱抵抗が小さいと、回路基板部の熱をケーブルへ伝達して放熱することが出来ても、
振動子部の熱をケーブルから放熱することにはならず、逆に、回路基板部の発熱が振動子
部へ伝達され、振動子部の温度を高めてしまうことになる。
【特許文献１】特開平１０－９４５４０号公報（第３－４頁、図１－図６）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　近年、超音波の送受信子を２次元的に配置し、超音波の走査を３次元的に行う２次元ア
レイプローブが開発されており、一部実用化も始まっている。このような２次元アレイプ
ローブでは、超音波の送受信子の数が従来のプローブに比べて増大し、チャンネル数が増
大することなどから、内蔵する回路基板の規模も大きくなって来ている。内蔵する回路規
模が増大すればそこでの消費電力が増大して発熱も増大し、プローブ全体としての発熱量
が増大することになり、前述のように、超音波プローブの表面温度が所定のレベルを超え
ないようにすることがより難しくなる。
【０００９】
　本発明は上述の状況に基づき、超音波プローブ内に振動子部と回路基板部のような複数
の発熱源が存在する場合に、各発熱源を熱的に分離する構造にして、各発熱源の熱を効率
的に放熱させ、それによって超音波プローブの表面温度が所定のレベルを超えないように
しながら、必要な超音波の放射パワーを確保出来るようにした超音波プローブを提供する
ことを目的としてなされたものである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
上述の課題を解決するため、請求項１に係る本発明の超音波診断装置は、超音波診断装置
本体に接続される超音波プローブにおいて、被検体との間で超音波信号の送受信を行う振
動子部と、この振動子部に接続され電気信号処理を行う回路基板部と、この回路基板部の
周りに配置され熱伝達率の高い材料で形成した熱伝達部材と、この熱伝達部材を含めて前
記回路基板部と前記振動子部とを覆う電磁シールド部材と、前記回路基板部と前記超音波
診断装置本体との間で電気信号を授受するための、信号線を束ねその周りをシールド材で
被覆したケーブルとを具備し、前記熱伝達部材を前記ケーブルのシールド用金属部材また
は前記ケーブル近傍の前記電磁シールド部材に接続すると共に、前記回路基板部での発熱
を伝達分散するためのヒートスプレッダを前記回路基板部毎に設け、このヒートスプレッ
ダを前記熱伝達部材に接続したことを特徴とする。
【００１１】
また、請求項３に記載の発明は、超音波診断装置本体に接続される超音波プローブにおい
て、被検体との間で超音波信号の送受信を行う振動子部と、この振動子部に接続され電気
信号処理を行う回路基板部と、この回路基板部と前記振動子部とを電気的に接続する接続
部材とを具備し、この接続部材の前記回路基板部との接続部よりも、前記振動子部との接
続部側に、熱抵抗を高くする手段を設けたことを特徴とする。
【００１２】
　また、請求項３に記載の発明は、請求項２に記載の超音波プローブにおいて、前記断熱
部材は、前記回路基板部或いは前記回路基板部と前記振動子部との接続部を保持する構造
体の少なくとも一部を構成することを特徴とする。
【００１３】
　また、請求項４に記載の発明は、超音波診断装置本体に接続される超音波プローブにお
いて、被検体との間で超音波信号の送受信を行う振動子部と、この振動子部に接続され電
気信号処理を行う回路基板部と、この回路基板部と前記振動子部とを覆う電磁シールド部
材とを具備し、前記電磁シールド部材の前記振動子部を覆う部分と前記回路基板部を覆う
部分との間に、熱抵抗を高くする境界部を設けたことを特徴とする。
【００１４】
　また、請求項５に記載の発明は、超音波診断装置本体に接続される超音波プローブにお
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いて、被検体との間で超音波信号の送受信を行う振動子部と、この振動子部に接続され電
気信号処理を行う回路基板部と、この回路基板部の周りに配置され熱伝達率の高い材料で
形成した熱伝達部材と、この熱伝達部材を含めて前記回路基板部と前記振動子部とを覆う
電磁シールド部材と、前記回路基板部と前記超音波診断装置本体との間で電気信号を授受
するための、信号線を束ねその周りをシールド材で被覆したケーブルとを具備し、前記熱
伝達部材を前記ケーブルのシールド用金属部材または前記ケーブル近傍の前記電磁シール
ド部材に接続したことを特徴とする。
【００１５】
　また、請求項６に記載の発明は、請求項５に記載の超音波プローブにおいて、前記熱伝
達部材は、前記回路基板部を保持する構造であることを特徴とする。
【００１６】
　また、請求項７に記載の発明は、請求項５または請求項６のいずれか１項に記載の超音
波プローブにおいて、前記回路基板部での発熱を伝達分散するためのヒートスプレッダを
前記回路基板部毎に設け、このヒートスプレッダを前記熱伝達部材に接続したことを特徴
とする。
【００１７】
　また、請求項８に記載の発明は、超音波診断装置本体に接続される超音波プローブにお
いて、被検体との間で超音波信号の送受信を行う振動子部と、この振動子部に接続され電
気信号処理を行う回路基板部と、この回路基板部と前記振動子部とを覆う電磁シールド部
材と、前記回路基板部と前記超音波診断装置本体との間で電気信号を授受するための、信
号線を束ねその周りをシールド用金属部材で被覆したケーブルと、熱伝達率の高い材料で
形成され、一端を前記回路基板部内の熱源よりも当該回路基板部に接続される前記ケーブ
ルの信号線の接続端に近い側に接続し、他端を前記ケーブルのシールド用金属部材または
前記ケーブル近傍の前記電磁シールド部材に接続した熱伝導部材とを具備することを特徴
とする。
【００１８】
　また、請求項９に記載の発明は、超音波診断装置本体に接続される超音波プローブにお
いて、被検体との間で超音波信号の送受信を行う振動子部と、この振動子部に接続され電
気信号処理を行う回路基板部と、この回路基板部と前記振動子部とを電気的に接続する接
続部材とを具備し、この接続部材の前記回路基板部との接続部よりも、前記振動子部との
接続部側に、熱抵抗を高くする手段を設けたことを特徴とする。
【００１９】
　また、請求項１０に記載の発明は、請求項９に記載の超音波プローブにおいて、前記接
続部材に設けた熱抵抗を高くする手段は、前記接続部材の信号ラインのプリントされた面
の裏面に形成されているアース電極を、回路基板部まで到達しないようにするか、または
、前記アース電極の前記振動子部側と前記回路基板部側との適宜の中間部の接続を疎にし
たものであることを特徴とする。
【発明の効果】
【００２０】
　上記課題を解決するための手段の項にも示したとおり、本発明の特許請求の範囲に記載
する各請求項の発明によれば、次のような効果を奏する。
【００２１】
　請求項１ないし請求項３に記載の発明によれば、回路基板部から見て、振動子部側への
熱抵抗をケーブル側への熱抵抗に比較して高い構造としたことで、回路基板の熱は振動子
側よりもケーブルやケーブル近傍のプローブケースに多く伝達し、回路基板部から振動子
部や振動子部近傍のプローブケースへの熱伝達を比較的小さくでき、その結果振動子部で
の発熱を音響レンズや振動子部近傍のプローブケース表面から効率的に放熱することがで
き、超音波放射面の温度上昇を抑制することが出来る。また、プローブケース全体に熱を
拡散することにもなり、プローブ表面全体の温度上昇を抑制することにもなる。よって、
超音波プローブの表面温度が所定のレベルを超えないようにしながら、必要な超音波の放
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射パワーを確保することが出来る。
【００２２】
　請求項４に記載の発明によれば、振動子部と回路基板部との間の熱伝達経路の中でも大
きな部分を占めるシールドケースを伝達する経路の熱抵抗を高くすることが出来、振動子
部と回路基板部との間の熱抵抗を高くすることができるので、振動子部と回路基板部とが
熱的により分離された状態を実現出来る。よって、回路基板部の熱は振動子部へ伝達し難
くなり、振動子部で生ずる熱は音響レンズの表面と振動子部を覆う電磁シールド部材の周
囲のプローブケースからより効率的に放熱することが出来る。
【００２３】
　請求項５に記載の発明によれば、振動子部と回路基板部との間の熱抵抗を高くするとと
もに、回路基板部からケーブル近傍の電磁シールド部材やケーブルのシールド用金属部材
へ向けての熱抵抗を小さくするように熱伝達板を設置したので、これによって回路基板と
ケーブルまたはケーブル近傍のシールドケース間の熱抵抗を小さくし、相対的に回路基板
と振動子部間の熱抵抗を大きく出来る。よって、回路基板部から振動子部側への熱伝達は
され難くなり、振動子部で生ずる熱は音響レンズの表面と振動子部を覆う電磁シールド部
材の周囲のプローブケースからより効率的に放熱することが出来、超音波プローブの表面
温度が所定のレベルを超えないようにしながら、必要な超音波の放射パワーを確保するこ
とが出来る。
【００２４】
　請求項６に記載の発明によれば、回路基板部からケーブルまたはケーブル近傍への熱伝
達板と回路基板の支持部を兼ねた構造としたことで、プローブ構成部品を少なくでき、さ
らに回路基板と熱伝達板の接触を大きく出来、回路基板部からケーブル近傍の電磁シール
ド部材やケーブルのシールド用金属部材へ向けての熱抵抗をより小さくすることが可能と
なり、振動子部と回路基板部との間の熱抵抗を相対的に更に小さくすることができるので
、振動子部の放熱を効率的に行うことができる。
【００２５】
　請求項７に記載の発明によれば、ヒートスプレッダにより回路基板部の熱源の熱を熱伝
達板に伝わり易くし、回路基板部からケーブル側への熱抵抗をより低くしたので、相対的
に振動子部と回路基板部間の熱抵抗が高くなり音響レンズ表面の温度上昇を抑制すること
ができる。
【００２６】
　請求項８に記載の発明によれば、回路基板部毎にそれぞれ熱伝達板を設けて回路基板部
からケーブル側への熱抵抗をより低くしたので、これによっても結果的に振動子部と回路
基板部間の熱抵抗が相対的に高くなり、回路基板部から振動子部への熱伝達は軽減され、
各部位の放熱効率を高めることができる。
【００２７】
　請求項９および請求項１０に記載の発明によれば、ノイズ除去効果を損なわないように
しながら、振動子部と回路基板部との間の熱抵抗が低下するのを防止することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２８】
　以下、本発明に係る超音波プローブの、種々の実施例について、図１ないし図９を参照
して詳細に説明する。
【実施例１】
【００２９】
　図１は、本発明に係る超音波プローブの、実施例１の概略構成を示した図であり、（ａ
）は水平方向断面図、（ｂ）は（ａ）のＢ－Ｂ註・ノ沿う垂直方向断面図、（ｃ）は（ｂ
）のＣ－Ｃ註・ノ沿う横断面図を、それぞれ模式的に示したものである。
【００３０】
　超音波プローブは一般に振動子部１、回路基板部２、シールドケース３、プローブケー
ス４、ケーブル５等から構成されており、ケーブル５の先端は図示しないコネクタに接続
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されていて、このコネクタを介して図示しない超音波診断装置本体に接続されるものであ
る。
【００３１】
　振動子部１は超音波を送受信するための圧電変換素子のような送受信子１ａ、送受信子
１ａの音響インピーダンスを生体の音響インピーダンスに合わせるための音響整合層１ｂ
、超音波ビームを収束するための音響レンズ１ｃ、不要な振動を吸収するためのバッキン
グ材１ｄなどから成っている。そして、超音波を送信する際に発生した超音波の一部を吸
収する音響レンズ１ｃやバッキング材１ｄ等が主な発熱源となっている。
【００３２】
　回路基板部２には、例えば受信信号を増幅するための受信アンプ２ａ、送受信を切り替
えるためのスイッチ回路２ｂなどの回路素子が実装されており、これらは一般にＩＣ化さ
れている。これら回路基板部２の信号ラインはケーブル５を経て超音波診断装置本体に接
続されている。ケーブル５は、回路基板部２と超音波診断装置本体との間で電気信号を授
受するために多数の信号線５ａを束ねたものとなっており、束ねた信号線５ａの周りは電
磁シールド用の金属部材５ｂによって覆われ、その外側が絶縁体５ｃで被覆されている。
【００３３】
　また、回路基板部２に実装されている受信アンプ２ａおよびスイッチ回路２ｂなどの回
路素子と、回路基板部２に接続される信号線５ａのケーブル５の根元付近までとを囲むよ
うに、熱伝達率の高い材料で形成された熱伝達板６が配置されている。この熱伝達板６は
ケーブル５の電磁シールド用の金属部材５ｂに接続されている。さらに、振動子部１と回
路基板部２との間は、信号伝達のためのFPC（フレキシブルプリント基板）７で電気的に
接続されている。このFPC７は非常に薄く熱抵抗が高いので効果的であるが、これに代え
て、特開2001-292496号公報に示されているような中継基板（セラミックやガラスエポキ
シ等のプリント基板）を使用しても良い。ただし、中継基板構造を採用する際には、細径
のピンを用いることによって熱抵抗を大きくする必要がある。
【００３４】
　そして、振動子部１と回路基板部２は、金属ケースのような電磁シールド用のシールド
ケース３で覆われている。すなわち、このシールドケース３は、製造上の都合から振動子
部１を覆うヘッドシールド部３ａと、回路基板部２を覆う基板シールド部３ｂに分かれて
いるが、両者の境目は電気的にしっかり接続されており、さらに、基板シールド部３ｂは
ケーブル５の根元付近で熱伝達板６に接続されている。なお、回路基板部２とシールドケ
ース３との間に形成される隙間に、熱伝達率の小さな（すなわち、熱抵抗の大きい）樹脂
等の断熱性の高い保持部材９を置き、回路基板部２とシールドケース３とが直接接続しな
い構造としている。また、回路基板部２と振動子部１の間を接続するFPC７の周囲を保持
部材９で覆い、回路基板部２から振動子部１への熱伝達を少なくしている。この保持部材
９としては、空気や発泡ポリウレタン等が効果的である。
【００３５】
　そして、一方の端部に音響レンズ１ｃが突出し、他方の端部からはケーブル５を引き出
すように、全体をプローブケース４で覆って超音波プローブが形成されている。
【００３６】
　このような本発明の実施例１に係る超音波プローブは、振動子部１と回路基板部２との
間の熱抵抗を高くしたものである。さらに、回路基板部２からシールドケース３やケーブ
ル５の電磁シールド用の金属部材５ｂへ向けての熱抵抗を小さくするように、熱伝達板６
を設置したものである。これによって、発熱源としての回路基板部２から振動子部１への
熱の伝達を小さくすることができる。よって、回路基板部２から発生する熱をケーブル５
側へ効率良く伝達し、ケーブル５やプローブケース４の表面から放熱することができる。
また、回路基板部２から振動子部１側への熱伝達はされ難くなり、振動子部１で発生する
熱は音響レンズ１ｃの表面から放熱されるので、超音波プローブ全体の温度上昇を抑制す
ることができる。よって、超音波プローブの表面温度が所定のレベルを超えないようにし
ながら、必要な超音波の放射パワーを確保することが出来る。
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【００３７】
　なお、もしも回路基板部２とシールドケース３との間に熱伝達率の大きな（すなわち、
熱抵抗の小さい）樹脂を充填したり、あるいは回路基板部２をシールドケース３で囲むよ
うに近接させたりした場合には、振動子部１と回路基板部２を直接結ぶFPC７の熱抵抗が
高くても、回路基板部２の熱がシールドケース３に伝達され、この熱がシールドケース３
を介して振動子部１に伝わり易くなるので、振動子部１の熱は放熱され難く、結果として
表面温度を上昇させてしまうことになるので、保持部材９の熱伝達率をできるだけ小さな
ものとするのがよい。
【００３８】
　超音波プローブは、検査部位など診断目的に応じて適宜交換して使用できるように、種
々のものが用意されており、回路基板部２は超音波プローブの種類によってその内容は異
なり、実装される回路も様々である。また、近年開発が進んでいる２次元アレイプローブ
では、チャンネル数が増大することなどから、図示のように、回路基板部２を複数層備え
るような規模となり、回路基板部２の発熱が超音波プローブの表面温度に影響する割合が
大きくなってきている。そして、超音波プローブ全体の発熱量では、振動子部１に対して
回路基板部２の比率が高くなり、この比率は益々高くなることが予想されている。このよ
うな超音波プローブに対して本発明は、温度上昇を抑制し必要な超音波の放射パワーを確
保するうえで、大きな効果を発揮することができる。
【実施例２】
【００３９】
　次に、本発明に係る超音波プローブの実施例２について図２を参照して説明する。図２
は、実施例２の概略構成を示しており、（ａ）は水平方向断面図、（ｂ）は（ａ）のＢ－
Ｂ註・ノ沿う垂直方向断面図、（ｃ）は（ｂ）のＣ－Ｃ註・ノ沿う横断面図を、それぞれ
模式的に示したものである。なお、図２において図１と同様の部分には同じ符号を付して
あるので、その部分の説明は省略する。
【００４０】
　実施例２では、実施例１として説明した保持部材９のほとんどを空気とし、回路基板部
２とFPC７との接続部の周りの少なくとも一部を断熱性の高い材料の保持部材９ａで覆う
ようにしたものである。すなわち、保持部材９ａとしては例えばテフロン（登録商標）系
の樹脂やプラスチック等を使用し、この保持部材９ａで回路基板部２の一部のみを覆うと
ともに回路基板部２を保持し、回路基板部２とシールドケース３とが直接接続しない構造
としている。従って、保持部材９ａで覆われている部分を除き、振動子部１とヘッドシー
ルド部３ａとの間および回路基板部２と基板シールド部３ｂとの間に形成される空間は、
空気で覆われた構成となる。なお実施例２においても実施例１と同様に、回路基板部２か
らケーブル５の電磁シールド用の金属部材５ｂやシールドケース３への熱伝達を行うため
の熱伝達板６が設けられている。
【００４１】
　このように実施例２では、回路基板部２の保持構造として、断熱性の高い保持部材９ａ
により回路基板部２の一部または振動子部１と回路基板部２との接続部を保持するように
し、保持部材９ａで覆われている部分を除き、振動子部１および回路基板部２とシールド
ケース３との間に形成される空間は、空気で覆われた構成となり、振動子部１と回路基板
部２との間の熱抵抗を更に高くすることができる。
【００４２】
　よって、実施例２に係る超音波プローブによっても、発熱源としての回路基板部２から
振動子部１への熱の伝達を小さくすることができ、回路基板部２から発生する熱をケーブ
ル５側へ効率良く伝達し、ケーブル５やプローブケース４の表面から放熱することができ
る。また、回路基板部２から振動子部１側への熱伝達はされ難くなり、振動子部１で発生
する熱は音響レンズ１ｃの表面から放熱されるので、超音波プローブ全体の温度上昇を抑
制することができる。よって、超音波プローブの表面温度が所定のレベルを超えないよう
にしながら、必要な超音波の放射パワーを確保することが出来る。よっても、
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【実施例３】
【００４３】
　次に、本発明に係る超音波プローブの実施例２について図３を参照して説明する。図３
は、実施例３の概略構成を示しており、（ａ）は水平方向断面図、（ｂ）は（ａ）のＢ－
Ｂ註・ノ沿う垂直方向断面図で、それぞれ模式的に示したものであり、（ｃ）および（ｄ
）は（ａ）および（ｂ）におけるＤ部を拡大した説明図である。なお、図３において図１
および図２と同様の部分には同じ符号を付してあるので、その部分の説明は省略する。
【００４４】
　実施例３では、振動子部１からの熱を放熱するシールドケース３（すなわち、ヘッドシ
ールド部３ａ）と、回路基板部２からの熱を放熱するシールドケース３（すなわち、基板
シールド部３ｂ）とを熱的に分離する構造にしたものである。
【００４５】
　すなわち、振動子部１を覆っているヘッドシールド部３ａは、振動子部１で発生する熱
をプローブケース４へ伝達して分散させるための熱伝達板の役割も兼ねている。従来、ヘ
ッドシールド部３ａと基板シールド部３ｂとは、電気的にも機械的にも強固に接続されて
いたが、本実施例では、ヘッドシールド部３ａと基板シールド部３ｂとの間の接続を、電
気的にはこれまで通り強固に接続し、機械的には熱抵抗を大きくするように、例えば図３
（ｃ）および（ｄ）に示すような接続構造としたものである。
【００４６】
　ここで図３（ｃ）には、ヘッドシールド部３ａと基板シールド部３ｂとを銅のような電
気伝導度のよい細線３ｃで接続したものを示し、図３（ｄ）には、同じく銅のような電気
伝導度のよい細い網目状材３ｄで接続したものを示している。そして、これら細線３ｃや
網目状材３ｄのピッチやギャップは、電磁シールドとして十分機能するように、使用周波
数領域の波長よりも十分小さくすることが必要であり、例えば、メッシュピッチを１mm、
メッシュの線幅を０．１mmなどとする。なお、振動子部１と回路基板部２との間は、実施
例１と同様に低熱伝達材料で接続したり、周囲を断熱材料１０で覆ったりして、互いに熱
的に分離する構造をとっている。また、回路基板部２の周囲のシールドケース３ｂとの間
は、断熱材１０に対して熱伝導率の高い材料の保持部材９で構成する。
【００４７】
　このように、実施例３によれば、発熱源としての振動子部１と回路基板部２との熱的な
分離度をより高めることができる。そして、振動子部１で生ずる熱を音響レンズ１ｃの表
面とヘッドシールド部３ａの周囲のプローブケース４から放熱させるとともに、回路基板
部２の熱は振動子部１へ伝達し難くなり、回路基板部２から発生する熱はケーブル５側へ
効率良く伝達され、ケーブル５やプローブケース４の表面から効率良く放熱させることが
できる。よって、超音波プローブの表面温度が所定のレベルを超えないようにしながら、
必要な超音波の放射パワーを確保することが出来る。
【実施例４】
【００４８】
　次に、本発明に係る超音波プローブの実施例４について図４を参照して説明する。図４
は、実施例４の概略構成を示しており、（ａ）は水平方向断面図、（ｂ）は（ａ）のＢ－
Ｂ註・ノ沿う垂直方向断面図、（ｃ）は（ｂ）のＣ－Ｃ註・ノ沿う横断面図を、それぞれ
模式的に示したものである。なお、図４において図１ないし図３と同様の部分には同じ符
号を付してあるので、その部分の説明は省略する。
【００４９】
　実施例４では、回路基板部２からの放熱効率を高めることによって、相対的に振動子部
１と回路基板部２との間の熱抵抗を高めることを狙ったものである。
【００５０】
すなわち実施例４では、回路基板部２に実装されている受信アンプ２ａおよびスイッチ回
路２ｂなどの回路素子と、回路基板部２に接続される信号線５ａのケーブル５の根元付近
までとを囲むように配置した熱伝達板６を、例えば銅板を用いて図４（ｃ）によく示され
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ているように、この熱伝達板６の側面を蛇腹状に折り曲げた形状として、蛇腹の凹部に各
回路基板部２の両端を嵌合させて固定することにより、各回路基板部２を一定間隔で保持
する構造としたものである。ただし、回路基板部２の側面付近は電気回路から電気的に絶
縁した状態にしておくのがよい。その他の構成は実施例１と同様に、回路基板部２を覆う
基板シールド部３ｂはケーブル５の根元付近で熱伝達板６に接続され、熱伝達板６はケー
ブル５の電磁シールド用の金属部材５ｂに接続されている。また、回路基板部２と振動子
部１の間を接続するFPC７の周囲を断熱材料１０で覆い、回路基板２から振動子部１への
熱伝達を少なくしている。
【００５１】
　このように構成した実施例４によれば、銅板製の熱伝達板６は回路基板部２にその側面
を挟む形で接するので熱が伝わり易く、回路基板部２で発生した熱を、熱伝達板６を通し
て基板シールド部３ｂのケーブル５の根元付近へ効率良く伝達することができる。すなわ
ち、振動子部１と回路基板部２との間の熱抵抗を高い状態としながら、回路基板部２から
シールドケース３やケーブル５の電磁シールド用の金属部材５ｂへ向けての熱抵抗をより
小さくすることが可能となり、振動子部１と回路基板部２との間の熱抵抗を相対的に更に
小さくすることができる。よって振動子部１の放熱は音響レンズ１ｃの表面とヘッドシー
ルド部３ａを介してその周囲のプローブケース４から行い、回路基板部２の放熱は基板シ
ールド部３ｂを介してその周囲のプローブケース４およびケーブル５の表面から主に行う
こととなり、振動子部１の放熱を効率的に行うことが出来る。
【００５２】
　なお、振動子部１を覆っているヘッドシールド部３ａと回路基板部２を覆っている基板
シールド部３ｂとの接続を、実施例３と同様に、細線３ｃや網目状材３ｄによって電気的
には強固に接続し、機械的には熱抵抗を大きくするように接続するようにすれば、発熱源
としての振動子部１と回路基板部２との熱的な分離度をより高めることができる。よって
、超音波プローブの表面温度が所定のレベルを超えないようにしながら、必要な超音波の
放射パワーを確保することが出来る。
【実施例５】
【００５３】
　次に、本発明に係る超音波プローブの実施例５について図５を参照して説明する。図５
は、実施例５の概略構成を示しており、（ａ）は水平方向断面図、（ｂ）は（ａ）のＢ－
Ｂ註・ノ沿う垂直方向断面図、（ｃ）は（ｂ）のＣ－Ｃ註・ノ沿う横断面図を、それぞれ
模式的に示したものである。なお、図５において図１ないし図４と同様の部分には同じ符
号を付してあるので、その部分の説明は省略する。
【００５４】
　実施例５でも、回路基板部２からの放熱効率を高めることによって、相対的に振動子部
１と回路基板部２との間の熱抵抗を高めることを狙っている。
【００５５】
　回路基板部２内での発熱源は、回路基板部２に実装される受信アンプ２ａやスイッチ回
路２ｂなどのＩＣが主であり、ＩＣでの発熱は基板を伝搬して周囲に伝わって行く。また
基板内の熱伝達率はどの方向にもほぼ一定である。そこで実施例５では、図５（ｂ）、（
ｃ）によく示されているように、回路基板部２の両面を挟むようにヒートスプレッダ２０
を付加した。このヒートスプレッダ２０は銅板のような熱伝導度のよい材料から成り、実
施例４において各回路基板部２の両端を蛇腹状に折り曲げた熱伝達板６の側面に接続した
のと同様に、ヒートスプレッダ２０の両端面も熱伝達板６の側面に接続している。
【００５６】
　従って、ＩＣの熱は基板内の信号線５ａ側へ多く伝わることとなり、回路基板部２から
信号線５ａまたはケーブル５付近のシールドケース８への熱抵抗を極めて小さくすること
ができる。なお、ＩＣの発熱は基板を伝播して回路基板部２からFPC７を介して振動子部
１へも伝達するが、回路基板部２からケーブル５側への熱抵抗がより低いので、回路基板
部２で発生した熱は基板シールド部３ｂを介してその周囲のプローブケース４から主に放



(10) JP 4602013 B2 2010.12.22

10

20

30

40

50

熱されることとなり、振動子部１への熱伝達は軽減され、振動子部１の放熱は音響レンズ
１ｃまたはヘッドシールド部３ａを介してその周囲のプローブケース４から効率的に行う
ことが出来る。よって、超音波プローブの表面温度が所定のレベルを超えないようにしな
がら、必要な超音波の放射パワーを確保することが出来る。
【００５７】
　なお、振動子部１を覆っているヘッドシールド部３ａと回路基板部２を覆っている基板
シールド部３ｂとの接続を、実施例３と同様に、細線３ｃや網目状材３ｄによって電気的
には強固に接続し、機械的には熱抵抗を大きくするように接続するようにしてもよいこと
は言うまでもない。
【実施例６】
【００５８】
　次に、本発明に係る超音波プローブの実施例６について図６および図７を参照して説明
する。なお、図６において、（ａ）は水平方向断面図、（ｂ）は（ａ）のＢ－Ｂ註・ノ沿
う垂直方向断面図をそれぞれ模式的に示しており、図７において、（ａ）は垂直方向断面
図、（ｂ）は（ａ）のＣ－Ｃ註・ノ沿う横断面図を模式的に示したものである。また、図
６および図７において図１ないし図５と同様の部分には同じ符号を付してあるので、その
部分の説明は省略する。
【００５９】
　実施例６でも、回路基板部２からの放熱効率を高めることによって、発熱源としての振
動子部１と回路基板部２間の熱抵抗を相対的に高めるようにしたものであり、そのために
複数の回路基板部２についてそれぞれ熱伝達板６１を個別に設けている。
【００６０】
　すなわち、熱伝達板６１は熱伝達板６と同様に銅のような熱伝達率の良い板で形成した
ものであり、図６に示したものは、複数の回路基板部２についてそれぞれ個別に設けた熱
伝達板６１を、一方は回路基板部２の信号線５ａの接続部寄りに接続し、他方はケーブル
５の電磁シールド用の金属部材５ｂに接続したものである。また図７に示したものは、熱
伝達板６１の一方の端を回路基板部２の信号線５ａの接続部寄りに接続し、他方の端をケ
ーブル５の根元近傍のシールドケース３に接続したものである。
【００６１】
　なお、振動子部１を覆っているヘッドシールド部３ａと回路基板部２を覆っている基板
シールド部３ｂとの接続を、実施例２と同様に、細線３ｃや網目状材３ｄによって電気的
には強固に接続し、機械的には熱抵抗を大きくするように接続するようにしてもよいこと
は言うまでもない。
【００６２】
　このようにしても、回路基板部２からケーブル５側への熱抵抗を小さくすることが出来
る。よって、回路基板部２から発生する熱をケーブル５側へ効率良く伝達し、ケーブル５
やプローブケース４の表面から放熱することができるので、超音波プローブの表面温度が
所定のレベルを超えないようにしながら、必要な超音波の放射パワーを確保することが出
来る。
【実施例７】
【００６３】
　次に、本発明に係る超音波プローブの実施例７について図８および図９を参照して説明
する。なお、図８および図９において、それぞれ（ａ）は平面図、（ｂ）は側面図を模式
的に示したものである。これらの図においても、図１ないし図７と同様の部分には同じ符
号を付して示してある。
【００６４】
　既に述べた実施例１において、振動子部１と回路基板部２との間は、信号伝達のための
FPC７で電気的に接続されており、このFPC７は非常に薄く熱抵抗が高いので効果的である
と説明した。しかし、FPC７は、信号ラインのプリントされた面の裏側に、アース電極が
一面に貼り付けられているのが一般的である。これは、ノイズ除去のためであるが、本発
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明の見地からすると、振動子部１と回路基板部２との間の熱抵抗を低くする要因となる。
そこで実施例７では、FPC７の信号ラインのプリントされた面の裏側に形成されているア
ース電極を、一面に貼り付けることをせずに、途中までとしたり、中間部に疎となる部分
を形成したりして、熱抵抗が低下するのを防止したものである。
【００６５】
　すなわち、図８に示したものは、振動子部１と回路基板部２との間で信号伝達を行う信
号ライン７ａが一方の面にプリントされたFPC７において、その裏面に面状に形成されて
いるアース電極７ｂ（図８（ａ）には、メッシュ状に表示されている。）を、信号ライン
７ａを接続する接続パッド７ｃの手前で切って、回路基板部２まで到達しないようにした
ものである。このように構成することによって、ノイズ除去効果を損なわないようにしな
がら、振動子部１と回路基板部２との間の熱抵抗が低下するのを防止することができる。
【００６６】
　一方、図９に示したものは、FPC７において、その裏面に面状に形成されているアース
電極７ｂ（図９（ａ）には、メッシュ状に表示されている。）に、振動子部１側と回路基
板部２側との適宜の中間部に、両者の接続を疎にするような部分７ｂｏを設けたものであ
る。これによって、回路基板部２側と振動子部１側との間に、余計な電位勾配をつけさせ
ないようにしながら、振動子部１と回路基板部２との間の熱抵抗が低下するのを防止する
ことができる。
【００６７】
　以上詳述したように、本発明によれば、振動子部１と回路基板部２との間の熱抵抗を大
きくし、発熱源としての振動子部１と回路基板部２とを可能な限り分離するようにしたこ
とにより、振動子部１側の放熱をより効率的に行うことが出来、振動子部１の表面温度を
より低く抑えることが出来る。また、振動子部１側のヘッドシールド部３ａと回路基板部
２側の基板シールド部３ｂ間の熱抵抗を増やしたことにより、より振動子部１と回路基板
部２間の熱抵抗を増やすことが出来、振動子部１側の放熱をより効率的に行うことが出来
るので、振動子部１表面の温度をより低く抑えることが出来る。更に、回路基板部２側の
放熱構造体としての熱伝達板６を基板支持材と放熱材とを兼用することや、回路基板部２
を挟むように設けたヒートスプレッダ２０、回路基板部２とケーブル５の電磁シールド用
金属部材５ｂの熱伝達構造により、よりケーブル５側に放熱可能な構造となり、振動子部
１側の放熱をより効率的に行うことが出来て、振動子部１表面の温度をより低く抑えるこ
とが出来る。よって、超音波プローブの表面温度が所定のレベルを超えないようにしなが
ら、必要な超音波の放射パワーを確保することの可能な超音波プローブが提供される。
【図面の簡単な説明】
【００６８】
【図１】本発明に係る超音波プローブの、実施例１の概略構成を示した図である。（実施
例１）
【図２】本発明に係る超音波プローブの、実施例２の概略構成を示した図である。（実施
例２）
【図３】本発明に係る超音波プローブの、実施例３の概略構成を示した図である。（実施
例３）
【図４】本発明に係る超音波プローブの、実施例４の概略構成を示した図である。（実施
例４）
【図５】本発明に係る超音波プローブの、実施例５の概略構成を示した図である。（実施
例５）
【図６】本発明に係る超音波プローブの、実施例５の概略構成を示した図である。（実施
例６）
【図７】本発明に係る超音波プローブの実施例６の、他の実施態様の概略構成を示した図
である。（実施例６）
【図８】本発明に係る超音波プローブの、実施例７の概略構成を示した図である。（実施
例７）
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【図９】本発明に係る超音波プローブの実施例７の、他の実施態様の概略構成を示した図
である。（実施例７）
【符号の説明】
【００６９】
　１　振動子部
　１ｃ　音響レンズ
　２　回路基板部
　２ａ　受信アンプ
　２ｂ　スイッチ回路
　３　シールドケース　
　３ａ　ヘッドシールド部
　３ｂ　基板シールド部
　４　プローブケース
　５　ケーブル
　５ａ　信号線
　５ｂ　電磁シールド用の金属部材
　６　熱伝達板
　７　FPC
　９　保持部材
　９ａ　保持部材
　１０　断熱材料

【図１】 【図２】
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